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I　はじめに

　マクロ経済学はいまなお解決されてない多くの問題を抱えている．そのな

かでもっとも重要な位置を占めるのは，マクロ経済学のミクロ的基礎をどう

捉えるかの問題である．ところが，マクロ経済学のミクロ的基礎を論じると

き注意しなけれぱならないのは，マクロ経済学で対象にする経済とミクロ経

済学で各経済主体が置かれる経済とが照応しなけれぱならないということで

ある．マクロ経済学で対象にする経済が価格調整（数量調整）の経済である

なら，それのミクロ的基礎を論じるときにも，それと同一の経済に置かれる

各経済主体の行動を捉えなけれぱならない．即ち，同一の経済を前提にして

マクロとミクロをつながなけれぱならない．こうした観点からすれば，マク

ロ経済学のミクロ的基礎を論じるときまず問わなければならないのは分析対

象とする経済の性格である．そして，経済の性格を論じるときもっとも重要

になってくるのは企業の行動様式に関するものである。しかし，マク回経済

学のミクロ的基礎についてのこれまでの議論には，この点の明確な認識が欠

けていた．例えば，ケインズ経済学のミクロ的基礎を論じる初期の多くの研

究は，『一般理論』において企業がプライス・セヅターとして行動しているに

もかかわらず，プライス・テー力一として行動する企業を前提として議論を

展開しているのである1〕．

　現在のところ，マクロモデノレは完全競争市場，独占的競争市場及ぴ寡占市

場などを想定して構築されているが，そのなかでもっとも広く受け入れられ
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ているのは、完全競争市場を想定した価格調整のマクロモデノレと独占的競争

市場を想定した数量調整のマクロモデルである2｝．価格調整のマクロモデノレ

において財の価格は市場の需給によって決まり，生産費に依存しない．そし

て，企業は市場価格にそのまま従い利潤最大化を追求する．こうした価格調

整のマクロモデルはミクロ的基礎の観点からすれば，数量調整のマクロモデ

ルより優れている．これに対して数量調整のマクロモデノレにおいては，財の

価格は生産費によって決まり，市場の需給には依存しない．即ち，企業はプ

ライス・セヅターとして行動しており，そのとき財の価格はマーク・アップ

原理によって決定される．しかし，マーク・アヅプ原理においての財の価格

は，平均費用とマーク・アップ率によって決まるが，マーク・アップ率はア

ドホヅクにモデノレの外部から与えられており，一定であると仮定されてい

る3，．しかも，こうした数量調整のマクロモデノレでは，有効需要に等しくな

るように産出量を調整する企業の行動についてのミクロ的基礎が明らかにさ

れていない．

　このように，価格調整のマ1クロモデルと数量調整の了クロモデノレは，価格

調整と数量調整の両方に向時に関わる現実世界の一面のみに注目することに

よって，多くの問題点を抱えているのである．しかし，現実世界をそのまま

的確に反映するマクロモデノレの構築は無理であり，このため上記のような現

実世界の単純化は不可避であると思われていた4〕．即ち，経済学老の多くは

既存の理論的枠組と現実の状況との乖離を認識しながらも，現実の状況を解

明できるような新たな理論的枠組の構築を放棄しているのである．

　経済同友会の実証分析は，現代資本主義においての「財の価格は原価に利

益率を付加して決定するが，二の場合の利益率はそのときどきの市場条件を

考察して決める」と報告している5〕．即ち，現実世界は数量調整のマクロモ

デノレにおいての仮定と異なって，財の価格は生産費のみならず，市場の需給

にも依存するのである．こうした点に注目して本稿では数量調整と価格調整

の両方に同時に関わる現実世界を理解できるような斉合的なマクロモデルの

構築を試みる．換言すれぱ，本稿は数量調整と価格調整の両方を同時に行う
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企業の行動にミクロ的基礎を与えることが目的である．本稿では産出量の水

準が有効需要の水準に依存し，しかも均衡においては産出量と有効需要が一

致すること，マーク・アップ率は市場の需給に依存することが，企業の利潤

最犬化行動から斉合的に導き出される．またわれわれのマクロモデノレにおい

ては，これまでアドホックに決定されてきたマーク・アヅプ率がモデノレのな

かで内生的に決まる．このことから，本稿は上で指摘した数量調整のマクロ

モデノレの諸問題を解決したものであると位置付けられうる．

　まず，IIでは価格調整のマクロ経済学がどのようなミクロ的な基礎を有し

ているのかを明らかにする．IIIでは，数量調整のマクロ経済学のミクロ的

基礎を論じる．こ二では，数量調整のマクロ経済学では，産出量の水準が有

効需要の水準に依存すること，均衡においても産出量と有効需要とが一致す

る保証はないことが考察される．IVでは，数量調整と価格調整の両方が同

時に行われるマクロモデノレの構築を試みる．

1I価格調整のマクロ経済学

　現在のところ，マクロモデノレの分析対象としてもっとも広く受け入れられ

ているのは，完全競争市場，つまり価括調整の経済である．本章では，代表

的ないし集計された家計と企業から構成される簡単な経済を想定し，価格調

整のマクロモデノレのミクロ的基礎について検討することにする．

　1。家計の行動棒式

　家計は労働を供絵し，財と貨幣を需要する．そのとき，家計は効用を最大

にするように労働の供給（〃）と，財と貨幣の需要を決める．ここで，家計

の効用関数は財の需要量をC，貨幣の需要量を〃，レジャーを（五〇一が）と

して，

　　　　　　　σ＝α1109C＋吻10gルτ十αヨ1og（1二〇一1二5）　　　　　　　（1）

と表せるとする①．また家計の予算制約は貨幣の初期保有量を〃・，利潤の分

配をπとして

　　　　　　　　。PC＋ルf＋H7（Lo－L8）＝ルπo＋π十WLo　　　　　　　（2）
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とする．1〕，〃，L。はそれぞれ財の価格，賃金率，労働時間の総量である．

（2）の条件下で（1）を最大化すると，

　　　　　　　C＝｛〃1／（α1＋吻十α3）｝｛（ルーo＋π十πL皿）〃D｝　　　　　　（3）

　　　　　　五〇一Ls＝｛α3／（α1＋α2＋α3）｝｛（〃o＋π十肌o）／〃｝　　　（4）

が得られる1ここで，家計は，

　　　　　　　　　　　　　　π＝Pコr一πL8　　　　　　　　　　（5）・

と考えるとする．即ち，家計は概念的な労働供給（L岳）が実現されると考え

るとする．そうすると，（3）一（5）により家計の財の需要量と労働の供給量が

求められる．

c（P，γ，〃・）＝1α1／（・1＋α・）1（〃P＋γ），C。＜o，C、＞o，C。。＞o（6）

　　　五5（附炉，γ，必ρ）＝Lr／α・／（α1＋α。）1（〃。炉十γ）／（w炉），

　　　凧・〉O，〃＜O，＾・1・〈O　　　　　　　　　（7）

しかし，ここで注意しなければならないのは，消費関数と労働供給関数のな

かの所得は，家計にとって，制約変数ではないということである．価格調整

のマクロモデルでは，所得は財の価格と賃金率に対応して一意的に決まるた

め，家計の消費と労働供給のシグナノレは価格変数のみとなる7〕．

　2．企業の行動様式

　以下では，分析を短期に限定し，資本は一定であると仮定する．短期にお

いて企業は利潤を最大にするように労働需要及ぴ財の供給を決める．企業の

利潤最矢化の条件は，

　　　　　　　　max（1〕γ一〃Zd）　　∫．工．　γ＝！（〃）　　　　　　（8）

を解くことによって得られる．（8）を解くと，企業の利潤最犬化の条件とし

て，

　　　　　　　　　　　　　　　九一卯　　　　　　（9）’

が得られる．即ち，企業は，所与の財の価格と賃金率のもとで労働の限界生

産物価値が賃金率に等しくなるように労働の需要量（Ld）を決定する．また，

（9）を解くと，労働需要関数として，

　　　　　　　　　　　ムd＝∬（〃P），〃’。〈O　　　　　（10）
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1が得られる．さらに，この（10）を生産関数に代入すると，財の供給曲線が

求められる．

　　　　　　　　　　　γ＝γ（豚炉），γ〃＜O，　　　　（11）

　3．市場の均衡条件

　以上の家計と企業の行勲の分析をもとに，本節では財市場と労働市場の均

衡条件を考察する．（i）は財市場の均衡条件を表わす．家計の消費からなる

総需要は，（11）を考慮すると，

　　　　　　　　　γd（P，π，〃。）＝C｛P，γ（〃炉），〃・｝　　　（12）

となる．総需要曲線とは，（12）を満たすγdとPとの組合わせである。

（12）をPで偏徴分すると，ゴγdμP＝（∂C／∂1〕）十（∂c／∂γ）（∂η∂〃P）｛∂

（w／P）／∂P）｝となる．ここで，一般に一（∂c／∂P）＜（∂cノ∂γ）｛∂η∂（w炉）｝｛∂

（〃炉）ノ∂P｝と考えられ，従って，〃dμPは正となる．換言すれぱ，物価水

準の上昇は総需要の減少のみならず，産出量または所得の増加をもたらし・

これによる総需要の増加は一般に物価水準の上昇による総需要の減少より犬

きいのである帥．他方，総供給曲線は（11）によって示される．そうすると，

財市場の均衡は両曲線の交点，即ち，

　　　　　　　　　　　γ（岬p）＝γd（P，W，〃皿）　　　　（13）

を満たすと二ろで成立する．また，（ii）は労働市場の均衡条件を表わす．労

働供給曲線と労働需要曲線はそれぞれ（7）と（1O）によって示される．（11）

を考慮すると，労働市場の均衡条件は

　　　　　　　　　　　L・（〃炉，〃P）＝Ld（π炉）　　　　（14）

となる．以上が価格調整のマクロモデノレの要点であるが，注目すべき特徴と

しては，（1）財と労働について，需要と供給との乖離はそれぞれ財の価格と

賃金率の調節によって瞬時的に解消され，需要と供給が等しくなるような財

の価格と賃金率が常に存在すること，（2）家計と企業はこうした財の価格と

賃金率を所与して効用最大化または利潤最大化を追求すること，（3）財と労

．働に対する家計と企業の需要と供給は，すべて価格変数の財の価格と賃金率

の関数となることが取り上げられる．
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図1財市場と労働市場の均衡条件
（
i
）

Yd

（11）

O　　　　　Yo Yd，Y L昌，Ld

III数量調整のマクロモデノレ

　価格調整のマクロモデノレにおいては価格変数が市場調節の機能を持ち，各

経済主体はこうした価格変数をシクナノレとして効用最大化行動または利潤最

大化行動をとることができた．しかし，数量調整のマクロモデノレにおいては

価格変数の市場調整機能が否定される．このことから，数量調整のマクロモ

デルにおいての各経済主体の行動は価格変数のみならず数量変数にも依存せ

ざるを得なくなる．本章では，不完全競争市場のもとで，効用最大化と利潤

最大化を追求する家計と企業の行動を分析することによって，数量調整のマ

クロモデルのミクロ的基礎を考察することにする釧．

　1．家計の行動様式

　数量調整のマク’ロモデノレにおいての家計の労働供給は，価格調整のマクロ

モデノレにおいてのそれと異なって，ある賃金率のもとで，企業の労働需要に

制約される．このことから家計の予算制約は，Lを労働市場における実現し

た労働量として，

　　　　　　　　　　　PC＋〃＝〃o＋π十1〃Z　　　　　　　　　　　（15）
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となる．また，前章と同じように，家計の効用関数は，

　　　　　　　　σ＝511og　C＋62109ルf＋ゐ3109（L－L百）　　　　　　　（16）

とする．ここで，（15）の条件下で（16）を最犬化すると，消費関数として，

　　　　　　　　C＝｛あ1／（61＋あ2＋ろ3）｝｛（ルzo＋π十〃L）ノP｝　　　　　　（17）

が得られる．さらに，不完全競争市場においてはπ＝Pγ一㎜二となり，

（17）は

　　　　　　0（P，γ，〃血）＝｛61／（ろ1＋52）｝（〃o！P＋γ）

　　　　　　C戸＜O，C・〉O，C。。＞0　　　　　　　　（18）

と書き直すことができる．ここで注意すべきことは価格調整のマクロモデノレ

と異なって，数量調整のマクロモデノレでは所得が財の価格の水準に対応して

一意的に決まらない．このことから数量調整のマクロモデノレにおいては，所

得が家計にとって制約変数となることである．

　2．企業の行動様式

　数量調整のマクロモデノレにおいても，企業の目的は財を生産し，それを市

場で販売し利益を得ることであるとする．ところが，数量調整のマクロモデ

ノレにおいての企業は価格調整のマクロモデルにおいてのそれと異なって，産

出量と労働需要のみならず財の価格も決めなけれぱならない．各時点におけ

る企業の利潤πは，

　　　　　　　　　　　　　　π＝Pγ也一〇　　　　　　　　　　　（19）

となる．ここで，γd色と0はそれぞれ予想有効需要と短期費用関数である．

以下では，企業の利潤最大化の条件を求める前に，まず短期費用関数と財の

価格がどのように決定されるかを考察することにする．短期において，ある

産出量を生産するときにかかる企業の費用は，労働量と賃金率に依存する．

短期の生産関数を，

　　　　　　　　　　　　　　　γ＝！（ム）　　　　　　　（20ジ

とすると，労働の需要量は生産関数の逆関数から直接に得られる．即ち，労

働需要関数は

　　　　　　　　　　　　　　工＝ム（γ）　　　　　　　（21）
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となる．（21）からわかるように，労働需要は賃金率と物価水準に依存しな

い．そうすると企業の短期費用関数は，

　　　　　　　　　　　　　0（〃，γ）＝肌（γ）　　　　　　（22）

となる．次に，数量調整のマクロモデノレにおいての財の価格の決定について

考察しよう．数量調整のマクロモデノレにおいては通常マーク・アヅプ原理に

よって財の価格が決定されると想定されている10〕．即ち，企業はプライス・

セッターとして行動しており，財の価格は平均可変費用，平均固定費用，及

び正常利潤をカバーするような水準に設定するのである．形式的には，

　　　　　　　　　　　　　　1〕＝（1＋φ）0／γ　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

という式によって示される．φはマーク・アヅプ率で一定であると仮定され

る．ここで，（22）と（23）を（19）に代入すると，

　　　　　　　　π＝｛（1＋φ）ψ（η7，γ）／γ｝γ也一〇（η7，γ）　　　　　　　（24）

が得られる．この（24）をもって企業の利潤最大化の条件を求めると，

　　∂π／∂γ＝　（1＋φ）（∂0／∂γ一0ノγ）（γ”／γ）十｛（1＋φ）の／γ｝

　　（∂γd‘／∂γ）一∂o／∂γ＝o　　　　　　　　　　　（25）

となる．また，これから，

γ・㌧”C■（1＋φ）κ（∂γd色∂γ）γ一1一（1・φ）η（∂γdW）γ
　　　　　　　（1＋φ）（ルτC一ノ1C）　　　　　　　　　　　（！＋φ）（1一η）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）

が求められる．ηはλc〃cを表わす11〕．（26）は企業の利潤最大化の条件

を満たす生産量と予想有効需要の組み合わせを示し，通常総供給曲線と呼ぱ

れる．ここで，総供給曲線の傾きをgとすると，｛1一（1＋φ）η（∂γ㎡2／∂γ）｝〉

O，｛（1＋φ）（1一η）｝＞Oから，

　　　　　　　　　　　　　　　　σ＞O　　　　　　　　　　　（27）

ということがわかる．さらに，gをγに関して偏徴分すると，

∂9／∂γ＝

　一（1＋φ）（∂／∂γ）（∂γ也∂γ）1（1＋φ）（1一）十／（1＋φ）（∂∂γ）1一（1＋φ）（∂γd虐ノ∂γ）／

　　　　　　　　　　　　　　　（1＋φ）（1一η）2
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＿一（1＋）（∂∂γ）（∂γdW）十（1＋φ）（∂∂γ）（γW）〈o
　　　　　　　　　　　（1＋φ）（1一η）2

（28）

となる．このことから，総供給曲線の傾きは正であり，かつ産出量の増加と

ともにその傾きは減少することがわかる12〕．こうした総供給曲線は通常45。

線図モデノレにおいてのそれと異なり，企業の利潤最大化行動から導き出され

たものである．

　3．市場の均衡条件

　以上の家計と企業の行動の分析をもとに，本節では財市場と労働市揚の均

衡条件を考察する．まず・財市場と労働市場の均衡条件を図示すると図2g

ようになる．（i）は財市場の均衡条件である．消費需要からなる総需要は，

　　　　　　　　　　γd（1〕，γ，〃。）＝C（P，γ，〃。）　　　　（29）

と書くことができる．総需要曲線とは（29）を満たす産出量と有効需要の組

合わせであり，通常o＜∂γd色／∂γ〈1と仮定されている．他方，総供給曲線は

企業の利潤最犬化の条件を満たす産出量と予想有効需要の組合わせであり，

（26）によって示される．予想有効需要が現実の有効需要を下回るときには，

企業は予想有効需要を上方に修正すると同時に，産出量を増加させようとす

る．従って，予想有効需要が現実の有効需要を下回るときには，産出量は時

間の経過とともに増カロする傾向を示す．また予想有効需要が現実の有効需要

を上回るときに，企業は予想有効需要を下方に修正すると同時に，産出量を

減らそうとする．従って，予想有効需要が現実の有効需要を上回るときに産

出量は時間の経過とともに下落する傾向を示す．これを式で表わすと，

　　　　　　　戸～アdε＝α｛γd（φ，γ，〃o）一γd畠（φ，γ）｝　　　　　　　（30）

となる．ここで，ティルダ（～）は両辺が常に同じ符号をもっていることを

示す．財市場の均衡とは，戸＝戸漉＝Oの場合であり，これは予想有効需要と

現実の有効需要が一致した場合である．即ち，財市場の均衡は，

　　　　　　　　　　γ地（φ，γ）＝γd（φ，γ，〃o）　　　　　　　　　　　（31）

を満たすところで成立する．他方，（ii）は労働市場の均衡条件である．労働

854



マクロ経済学における数量・価格調整 （91〕

図2財市場と労働市場の均衡条件

0　　　Y’　　　Yo
Y 　　　　　　　L‘，L昌

L’

供給曲線と労働需要曲線はそれぞれ（7）と（21）から得られる．すでに指摘

したように企業の労働需要は予想有効需婁の水準に対応し一意的に決まり，

賃金率には依存しないため，労働需要曲線の傾きは垂直となる・労働市場の

均衡は両曲線の交点，即ち，

　　　　　　　　　　　工ε（W，P，γ，〃。）＝工d（γ）　　　　（32）

を満たすところで成立する．そして，このように決定された均衡雇用量は，

価格調整のマクロモデノレにおける均衡労働量と異なって，必ずしも完全雇用

量とは一致しない．

　以上がプライス・セッターとしての企業を前提とした数量調整のマクロモ

デノレの粗筋である．こうした数量調整のマクロモデノレにおいては，（1）家計

の消費が所得の水準によって制約されること，（2）企業の産出量が有効需要

によって制約されることが明らかにされている．ところが，ここでもう1つ

指摘すべきことは，数量調整のマクロモデノレでは，財市場の均衡が必ずしも

財の供給と需要を一致させる水準ではないことである．図2からわかるよう

に，財市場の均衡するγ’の水準のもとでは超過需要（γLγ’）が存在する．

しかし，企業にとってはγ1が利潤最大化の条件を満たす水準であり，従っ
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て超過需要が存在しても産出量を増加させない．これに対して，産出量と有

効需要とが一致するγ皿の水準においては現実の有効需要は企業の予想有効

需要を下回っており，また産出量が予想有効需要に依存するため，企業は産

出量をγ0の水準まで増加させない1引．このように数量読整のマクロモデノレ

は，産出量が有効需要に依存することは明らかにしたものの，産出量が有効

需要に等しくなることは説明することができないのである．

　　　IV　数量調整と価格調整の両方が同時に行われるマクロモデノレ

　すでに指摘したように，以上で考察した価格調整と数量調整のマクロモデ

ノレはいずれも現実の一面だけを反映したものである．’しかも，数量調整のマ

クロモデノレにおいては，有効需要に等しくなるように産出量を決定するよう

な企業の行動が解決されなかった．こうした問題点を考慮し，本章では数量

調整と価格調整の両方が同時に行われるマクロモデノレを構築すると同時に，

われわれのモデルの枠組のなかで，企業の行動を斉合的に解明することにす

る．以下の分析はIIIの拡張であり，（19）一（32）はそのまま用いる．数量調

整のマ。クロモデノレと同様に，企業の利潤πは，

　　　　　　　π＝｛（1＋φ）o（〃，γ）／γ｝・γ㎡ε一〇（H7，γ）

となる．しかし，ここでのφは数量調整のマクロモデノレと異なって一定では

なく，可変変数である．即ち，企業は産出量とともにφを調整することによ

って利潤を最大にすることができるとする．そうすると，企業は利潤を最大

にするためには，（25）の以外にもう1つの利潤最犬化の条件，

　　　∂π／∂φ＝λc・γd2＋（1＋φ）A　c・（∂γ也／∂P）（∂Pノ∂φ）

　　　　　　＝λC・γd2／1＋（P／γd畠）（∂γd色／∂P）1＝o　　　　（33）

を満たさなけれぱならない．ことで，（1〕／γd邊）（∂γd筥／∂P）は予想有効需要の

物価弾力性である．（33）からわかるように，企業にとっての利益率の決定は

物価の変化に対する総需要の反応に依存する．従って，以下では物価の変化

に対する総需要の反応について少し考察することにする．ミクロ経済学では，

不完全競争市場においての需要曲線の例としてスイージーの屈折需要曲線が
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ある．即ち，需要曲線はある点で屈折し，より高い財の価格の水準では，需要

の価格弾力性は大きく，より低い財の価格の水準では，需要の価格弾力性は

小さい．他方，不完全競争モデルにおいて物価の変化の非対称性についての

分析としては藤野（1977）の実証分析がある14〕．藤野（1977）の実証分析にお

いては，物価の変化は超過需要と超過供給において非対称的であることが指

摘されている．即ち，超過供給においての物価の変化は超過需要においての

それより小さいということが指摘されている．これは超過需要のもとでの総

需要の傾きが緩やかであり，超過供給のもとでの総需要の傾きが急であるこ

とを示唆する．ここで，われわれは超過需要のもとでは財の総需要が物価に

対して非弾力的｛（1〕／γd色）（∂P由θρ）〉一1｝であり，従って，財の価格の引き

上げによる総需要の減少は小さいとする．これに対して，超過供給のもとで

は財の需要が財の供格に対して弾力的｛（1〕／γd膚）（∂γdε／∂P）＜一1｝であり，

従って，財の価格の引き上げによる総需要の減少は大きいとする．即ち，わ

れわれはスイージー型の財市場の均衡点で屈折した総需要曲線を仮定するこ

とにする．こうした総需要曲線のもとでは，企業は超過需要のもとではφを

引き上げて，また超過供給のもとではφを引き下げて利潤を大きくしようと

するであろう．こうした動学的調整過程は，

　　　　　　　　　　　φ＝δlC（P，γ，必）一γ1　　　　（34）

と表わすことができる．さて，つぎはこうしたφの動学的調整が企業の総供

給曲線にどのような影響を与えるのかを考察しよう．まず，gをφで偏徴分

すると，

　　　　　　　　　∂g／∂φ＝・一η（∂γ此／∂γ）／（1一η）＜o　　　　　　　　　（35）

となる．これは，所与の予想有効需要のもとで，φの引き上げがγの増加を

伴うことを意味する．即ち，利潤最大化の条件のもとでは，

　　　　　　　　　　　　　戸～φ～（γd一γ）　　　　　（36）

となる．換言すれぱ，φの引上げは企業の総供給曲線を右ヘシフトさせるこ

とを意味する．以上を図示すると図3のようになる．ここで，γ幽（φ，γ）は

数量調整のマクロモデノレにおいての総供給曲線に対応する．すでに指摘した
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　図3　財市場の均衡条件
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ように，γ1の水準のもとでは，超過需要が存在する．そうすると，数量調整

のマクロモデノレと異なって，われわれのマクロモデルにおいての企業は（33）

の利潤最大化の条件を満たすために，φを引上げようとする．こうしたφの

引上は企業の総供給曲線を右（γd2（φヰ，γ））へ，総需要曲線を下方（γd（φヰ，

γ））ヘシフトさせる．この動学的調整過程のなかで産出量は時間の経過と

ともに増加する傾向を示す．また，超過供給の存在するγ’のもとでは逆の

動学的調整過程が生じる．財市揚の均衡とは，戸哩＝O，φ＝O，戸＝Oの状態

で，均衡のもとでは，

　　　　　　　　　　　　　γ”＝岬＝r　　　　　、（37）

となる．また，こうした均衡のもとでは，（25）と（33）の利潤最大化の条件

が満たされており，従って企業の利潤は最大になる．このように，現代資本

主義においての企業は，予想有効需要に等しくなるように産出量を決定する

数量調整と，市場の需給に応じてマーク・アップ率を決める価格調整の両方

を同時に行うことによって，常に利潤最大化の条件を満たすように行動して

いるのである．
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V　結び

　本稿は，現代資本主義のもとで，数量調整と価格調整の両方を同時に行う

企業の行動様式を利潤最大化行動として斉合的に説明しようとしたものであ

る．数量調整と価格調整の両方が同時に行われるようなわれわれのマクロモ

デノレにおいては，有効需要と産出量とが等しくなるとき，企業の利潤が最犬

になる．これは，財市場または現代資本主義がこうした企業の斉合的な行動

によって安定的に維持されうることを示している．しかし，本稿は家計と企

業からなる単純な経済を分析対象とし，しかも短期分析を中心としたため，

まだ多くの課題を残している．即ち，本稿ではマクロモデノレにおいてもっと

も重要な企業の投資行動と金融市場についてはまったく分析を行っていない．

これらについての分析も組込んで，われわれのモデノレを拡張することが今後

の課題として重要と思われる．

　　＊　本稿の作成の過程で，花輸俊哉教授，小川英治助教授およぴ本誌レフェリ

　　　ーより有益なコメントをいただいた．ここに記して感謝の意を表したい．

　　1）通常再決定理論として呼ぱれるこれら（Clower（1965），Patinkin（1965），

　　Ba叩o　and　Grossman（1971））は固定価格のもとでの数量制約を強調した不

　　均衡分析モデルであり，数量調整を説明しようとするものではない．こうし

　　たマクロモデルの想定する経済は新古典派経済学の特殊なケースとして位置

　　付けられうる．

　　2）本稿では分析の対象としないが，独占的競争市場を想定した価格調整の

　　マクロモデルとしては，Benassy（1986）及びFujino（1987），寡占市場を想

　　定した価格調整のマクロモデルとしては根岸隆（1983）が取り上げられる．

　　3）例えぱ，企業の目標として，売上高最大化仮説，参入阻止価格理論，成長

　　率極大化仮説およぴ投資資金調達仮説などが取り上げられている．詳しくは

　　中西・岸田・水原・寺田・井口・松岡・鴻池（1983）参照．

　　4）　Leijonhufvud．（1968），pp．65－66．

　　5）調査結果を簡単に紹介すると，「原価に利益率が付加して決定するが，こ

　　の場合の利益率はそのときどきの市場条件を考慮して決める」会杜が57．3％，

　　「原価に一定の利益率を加算して価格を決める」会杜が11．3％，「市場価格に

　　そのまま従う」会社が9％となっている『経済同友会調査報告1市場競争と
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企業の行動一わが国企業における経営意思決定の実態（m）』．井上薫

　（1981），p．148から引用．他に，最近の実証分析としては，Blinder（1991）

参照．

6）家計の行動様式についての分析の多くは根岸隆（1983）によるものであ

　る．

7）　価格調整のマクロモデノレにおいては常にγ！γd，〃＝Ldであり，これ

　を用いると，消費関数と労働供給関数はそれぞれ，C，（α1／α・）〃o炉．L岳＝L

　一（α3／α2）（〃o／w）となる．

8）　こうした正の傾きをもつ総需要曲線が導出されるのは不均衡のワルラス

　的調整過程を想定することによって得られる（Davidson（1964），Fujino

　（1987））．これに対して，不均衡のマーシャノレ的調整過程を想定すると，総需

要曲線の傾きは負となる．通常教科書に紹介されている総需要曲線，および

　大山（1984）はこのような不均衡のマーシャノレ的調整過程を想定している．

9）　すでに指摘したように，通常の数量調整のマクロモデルにおいては企業

　の目標として利潤最大化は放棄されている．このことから，数量調整のマク

　ロモデルはミクロ的基礎を欠いていると指摘されている．しかし，本章では

　企業の目標として利潤最大化を採用して理論的整合性を持つように数量調整

　のマクロモデルを再構築する．

10）例えば，Kenyon（1979），荒憲治郎（1985），Dombush　and　Fischer

　（1990）．

11）以下の分析では，限界費用（MC）が平均費用（AC）より大きいような範

　囲を分析対象とする．これは分析を簡単にするためであり，この条件を外し

　ても議論の結論は変わらない．

12）数量調整のマクロモデルの一種の『一般理論』の解釈をめぐってこれまで

　の総供給曲線論争から得られた通説的な見解は，総供給曲線の傾きは1より

　大きく，かつ総供給曲線の傾きは産出量の増加とともに増加するということ

　である（大山道広（1984），林田睦次（1986））．しかし，こうした見解は価格

，調整の経済のもとでプライス・テー力一として行動する企業を前提として得

　られたものであることに注意する必要がある．

13）企業の利潤最大化の条件に，均街条件のγ＝γdを代入すると，

　　　∂π／∂γ’＝　（1＋φ）（∂0／∂γ一0／γ）十｛（1＋φ）Φノγ’｝（∂y’dノ∂γ）一∂0／∂γ

　　　　　　三η（1＋φ）｛（∂γd／∂γ）一1｝十φ……O

　が得られる．従って，数量調整のマクロモデルをもって，総需要と総供給と

　が一致するところで，企業の利潤が最大になると主張するのは一般には適切
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　ではない．

14）藤野（1977）参照．
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［17］中西・岸田・水原・寺田・井口・松岡・鴻池『企業行動の多面的分析一

経済学的アプローチー』晃洋書房，1983．

［18］根岸隆『ケインズ経済学のミクロ理論』日本経済新聞杜，1983．

［19］林田睦次，『ケインズ学派』多賀出版，1986．

［20］藤野正三郎「荒憲治郎教授の「物価水準と産出量の決定機根」について」

　『経済研究』第38巻第3号，1987．

［21］藤野正三郎「インフレと不況」大来佐武郎・内田忠夫編『新しい繁栄を

　求めて』日本経済新聞杜，1977．

［22］三辺誠夫rケインズ，バテンキンおよぴカサローサと有効需要の原理再

　構築一ケインズ生誕百年を記念して」r広島大学経済論争』，1983．
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